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The Present Situation of the Industrial Development in Vietnam and
the Role of Japanese Companies
SEKISHITA, Minoru
Vietnamese people struggled for their national independence against foreign imperial invaders for 
a long time and attained at last a national independence under the only one nation state system in 
1975. In spite of their national independence, Vietnam did not succeed in their industrial development 
after the political independence and the national unity for a long time. The government of Vietnam 
started for their economic development plan, named Doimoi, in 1986 and introduced foreign capital 
and its technology for helping their industrial development and economic prosperity in the open 
economic system. Many Japanese companies are playing actively in Vietnam in many industrial and 
commercial areas and are acting increasingly important roles in Vietnam. But Vietnamese economies 
have many problems in industrial development and in getting foreign exchange in the balance of 
payment. At first Vietnam does not improve fully economic environment such as infrastructure, traffic 
conditions, gas and water supplies, electric power generation and supplies, and government 
administrative system. In the second inflation becomes worse rapidly and attacks many aspects of the 
daily life of the people. Thirdly local companies of Vietnam can not catch up advanced manufacturing 
technology of developed countries and does not fully attain economic advance in industry and 
agriculture. Now they are in the face of economic crossroad. It is a key matter how to join foreign 
transnational corporations（TNC）and local companies（LC）. It names TNC-LC Linkage.
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はじめに
筆者にとって、ベトナムには特別の思いがある。私の学生時代、ベトナム反戦は安保反対、
沖縄基地返還、原水爆禁止、日中友好、学園民主化と並んで最大の関心事であり、日夜、その
運動に邁進した記憶が鮮明に残っているからである。そして 1975 年 4 月 30 日にサイゴンの大
統領官邸に解放戦線の戦車が突入した様子は全世界に配信されて、歓呼の声が沸き上がった。
以来、いつかはこの地を踏みたいと念願してきたが、今日まで果たせずにきた。今回、われわ
れ三人（関下稔、井出文紀、森原康仁）は、現在進行中のプロジェクト「日米中トライアング
ルの国際政治経済構造 ―膨張する中国と日本―」（代表 中川涼司教授）の一環として、その外
縁を形成するベトナム経済の実情に関して、とりわけベトナムの開放的な工業化政策の実施と、
その中での日本企業の進行状況を、中国企業やアメリカ企業との関係で視察することを課題に
した。われわれは、3月 11 日から 19 日までハノイとホーチミン市（旧サイゴン）を訪問し、
その周辺の工業団地を見て回り、現地の日系企業にもインタビューしてその苦闘ぶりを実感し、
またジェトロ事務所にも伺って、基本的なレクチャーを受けるとともに、基礎データの提供や
紹介も受けた。さらにベトナムの研究者との懇談を CIEM（ベトナム中央経済管理研究所）や
VDF（ベトナム開発フォーラム）にて行い、幅広く意見交換をおこなった。そしてその合間に、
両市の市民生活の実情を一瞥したり、ベトナム戦争の歴史的記念史跡を訪ねたりして、知見を
深めた。かくてこの訪問は極めて有意義かつ感慨深いものであった。
われわれは今回の訪問にあたって、ベトナムの政治経済の基本的な動向とその推移に関して
熟知しておくために、都合 3回ほどの事前学習をおこなった。その際の基本テキストに使った
のは、トラン・ヴァン・トウ早稲田大学教授の近著『ベトナム経済発展論』勁草書房、2010 年
である。この本は多くの示唆に富むベトナム人研究者による良書だが、とりわけ開放的な市場
経済化を目指す「ドイモイ」（1986 年開始）以後のベトナムの経済発展に関して、国内的要因
とともに国際的な要因も踏まえつつ、客観的なデータを基礎に学説史的な成果を織り込んで、
科学的で抑制のきいた論理展開と整序ある論調に基づいて今日のベトナム経済の成果と問題点
を活写している。そして外資導入を奨励する低賃金に依拠するテイクオフ（離陸）の後に遭遇
する、所得増に伴う物価高とインフレの高進、ドル高－自国通貨安（これは今日の日系企業に
とっては円高－ドル安によって、ドル収入の減少をもたらして、連結決算上のマイナス要因に
なる皮肉な結果に帰着するが）、それにもかかわらず、それに完全には照応しえない極めて微
弱で漸進的な賃金の上昇（それでも外資にとってはコスト高要因になる）、さらには急速な都
市化に伴う歪み―特に都市と農村との関係や環境面での―やインフラの未整備、そして自前技
術習得の未達成や国内市場の未成熟、貿易収支の不安定性などの経済課題が迫ってくる。それ
らを著者は、アーサー・ルイスの「転換点」にならって「中所得国の罠」（あるいは「自由貿
易の罠」とも呼んでいるが、この命名の方が今日のグローバリゼーションの下での開放経済の
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本質を正確に表している）と呼んだが 1）、そこからいかに脱出するかを最大の課題に挙げている。
この脱出路の萌芽を探ることが今回の訪問の一つの目的であった。しかし、道路に溢れんばか
りのバイクの大洪水や受動的で弛緩した行政処理や命令口調、さらには近代化されていない
サービス業務の不効率な実態をみるにつけても、それは容易ではないことが察知される。
他方で、ベトナム戦争の傷跡は今日もまだ依然として残って―そうして残すことが人類のた
めには大切であるが―いて、ベトナムにおいてアメリカは取り返しのつかない誤りを犯した
（terribly wrong）というマクナマラ（米国防長官）の悔悟は、われわれの胸に突き刺さる。フ
ランス、日本、アメリカの三つの帝国主義を撃破してベトナムを独立に導いたという、ベトナ
ム人の誇り高い自負心は驚嘆に値するものであり、近代兵器に恵まれないというそのマイナス
要因を逆手にとって、その見事な戦略、戦術上の巧みさとベトナム人民の不屈の闘志と勇猛心、
沈着で冷静な対応と見通し、そして強固な組織力と団結力がそれらを補って余りあり、しかも
最終的な勝利に導いたその快挙は、全世界の賞賛と共感を集めたものであった。しかし、それ
から 37 年を経過した実情をみると、経済建設に成功を収めているとは到底言い難いように思
える。その落差をどう解釈すべきであろうか 2）。それを「一党独裁」による硬直的で官僚主義
的な経済運営にのみ帰することは容易い。しかし問題はグローバリゼーションの進展下での外
資導入による開放経済政策の推進の下で生じているのである。この謎を解かない限り、事態の
本質には迫れない。だがこの地が持っている本来的な条件を眺めると、別の様相が浮かんでく
る。9,000 万に及ぶ豊かな人的資源に加えて、三毛作が可能といわれるほどの豊穣な農地と恵
まれた気候、良好な河川、開かれた海洋と水産資源、良質な石油資源、緑豊かな森林、さらに
は耕作可能な平野部の広がりなどの天然の賦存条件をみるにつけ、さらには困難なベトナム戦
争を戦い抜いたその主体的な力量の蓄積を考えると、この国の将来はこんなことでは終わらな
いはずだし、また終えてはならないという思いに、強く駆られる。
以下の小論はそのプラス面もマイナス面も含めて、今日のベトナム経済を素描したものであ
る。試論的なものだが、われわれの印象が薄れないうちに、それを素早く残しておくことが、今
後の研究の発展にとって必要な気が強くしたからである。分担は以下のとおりである。第 1部：
ベトナムの政治経済概観（関下）、第 2部：ベトナムの工業化と日本企業（井出）、第 3部：サプ
ライチェーンと部品生産（森原）である。もちろん、各担当部分の直接の文筆責任は各担当者に
あるが、全体に一貫性とまとまりがあるとすれば、それは、われわれのベトナム経済とベトナム
社会を見る目にある種の共通性があるからであろう。読者諸氏の忌憚ない批判を仰ぎたい。
1．ベトナム政治経済概観
北回帰線に近い北緯 23 度付近から北緯 8度付近までの、約 1,700 キロメートル（北海道か
ら九州までに相当する）もの南北に細長い 33 万平方キロメートル（九州を除く日本の面積に
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相当する）の面積を要するベトナム社会主義共和国は、ジェトロの資料に従えば、人口 8,700
万人（2010 年）、GDP 756 億ドル、うち一人あたり GDP 833 ドル（2007 年）で、その中で二
大中心都市であるハノイ（656 万人、GDP 7.5%、一人あたり GDP 2,043 ドル）とホーチミン
市（旧サイゴン）（740 万人、GDP 8.5%、一人あたり GDP 2,249 ドル）は突出した地位にある。
工業化も両市を中心にしてその周辺に広く展開されていて、総額 1,100 億ドルの工業生産額
（2009 年）のうち、ホーチミン市 22.2%、ハノイ市 8.7%と、約三割を占めている。一方全体の
7割を占める農村での農業は、南のメコンデルタ（33.1%）、北の紅河デルタ（13.9%）をはじめ、
中部沿岸、中部高原、山岳地域などの各地に広範に展開されている。さらに水産は圧倒的に南
部（72%）、特にメコンデルタ（66.2%）で行われているが、それ以外の沿岸地域にも幅広く散
らばっている。サービスに関連した商業（リテイル）の取引高は 740 億ドル（2010 年）で、当
然にホーチミン市（23.6%）とハノイ（13.1%）が多いが、優勢な農業、水産業を反映して、メ
コンデルタ（18%）と江河デルタ（10.1%）でも多くの商取引が行われている。
ところで、ドイモイの開始以来、持続的な経済成長が続いているが、特に 21 世紀に入って
からの経済成長率は年 6%から 8%ほどで推移していて、依然として高い経済成長を続けてい
る（第 1図）。次に開放経済下での経済実態だが、貿易は 2011 年には輸出 963 億ドル（前年比
33.3%増）、輸入 1,058 億ドル（同じく前年比 24.7%）で、950 億ドルの入超である。この入超
第 1図　経済成長率/1 人当たりGDP/インフレ率/為替レート/貸出金利の推移
（資料）ジェトロ『ベトナム・ホーチミン市近郊ビジネス情報 2012』による。
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傾向は 21 世紀に入って続いているが、その入超幅は 2007 年以後、100 億ドル以上で推移して
きている（第 2図）。その内訳を調べてみると、主要な輸出品目は縫製品（140 億ドル）、原油（72
億ドル）、電話機・同部品（69 億ドル）、履き物（65 億ドル）、水産物（61 億ドル）で、また世
界の輸出シェアでの上位品目はカシューナッツ、ゴマ（ともに世界一）、甲殻類、カニ、コメ、
コーヒー（以上、世界二位）、天然ゴム（世界四位）など、広く一次産品とか第一次産業の産
物と呼ばれているものであり、他方、主な輸入品目は機械・設備部品（152 億ドル）、ガソリン・
オイル（99 億ドル）、コンピュータ電子製品・部品（73 億ドル）、織布（68 億ドル）、鉄・鉄鋼
（63 億ドル）である（同じく第 2図）。このことは、主に加工用原材料・中間財を輸入して、外
資を主力にした製造活動によって加工されたー主に労働集約的なー完成品を輸出する型と、そ
れを補完する天然原料（原油）や農業・水産物の輸出という型との総合的なものであり、途上
国に一般的な第一次産業的な型と、グローバル化に伴う、輸出加工的な戦略的な工業品の輸出
の両面を合わせ持っていて、そこでは外資の役割が極めて重要になる。次に貿易相手国は輸出
ではアメリカ（167 億ドル）、EU（166 億ドル）、ASEAN（136 億ドル）、中国（108 億ドル）、
日本（107 億ドル）が中心で、先進国と近隣国に主眼が置かれている。他方、輸入は中国（246
億ドル）、ASEAN（210 億ドル）、韓国（130 億ドル）、日本（102 億ドル）、台湾（86 億ドル）（同
じく第 2図）で、まったくアジア中心である。つまりアジアから工業用中間財を輸入して、完
成品を先進国に輸出する構造で、ベトナムは開放経済下での輸出主導の経済運営をアジアの工
業先発国の後を追うような形で進めていることが、手に取るようにわかる。
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第 2図　（1）ベトナム主要輸出入品目（2011）
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他方で、ベトナムへの海外からの直接投資―inward FDI（対内直接投資）―は、累計額（ス
トック）でみると 2011 年 1,979 億ドル―ただし許可額であって、実績ではない。これは、ベ
トナム政府が外資に投資可能な最大許可額を示したもので、外資は実際にはこれよりも数段少
ない実行額にとどまっていることが通例―で、その内容はシンガポール（240 億ドル）、韓国
（240 億ドル）、日本（236 億ドル）、台湾（235 億ドル）で、次にタックスヘイブンの英領バー
ジン諸島（150 億ドル）とケイマン諸島（75 億ドル）がきて、アメリカは 117 億ドルと、これ
らよりも少ない（第 3図）。タックスヘイブン所在の外資の本籍地―アメリカの統計上では
Ultimate Beneficial Owner, UBO（最終所有者）というーは不明だが、当初はこうした偽装工
作を欧米の企業がおこなっていたが、今日では日本企業や中国、韓国など世界中の企業が広範
におこなうようになっていて、これだけではその正体はわからない。他方、件数でみると、韓
単位：億ドル出所：ベトナム統計総局
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8 関下　　稔：ベトナム工業化の現段階と日本企業
国 3,112 件、日本 1,669 件、台湾 2,219 件、シンガポール 990 件となっている。つまり、シン
ガポールだけは比較的大規模（一件当たりの平均では2,424万ドル）な投資が多く、日本（同1,414
万ドル）と台湾（同 1,059 万ドル）はそれよりも少なく、韓国（同 771 万ドル）はさらに少な
い数字を示している。このことは、日本、台湾、韓国などは比較的中小規模の投資を数多くお
こなっていることを示しており、低価格帯の大衆消費財や部品の組立・加工に主力を置いてい
ることがわかる。他方、年々のフローベースでみると、最盛期は 2008 年で、717 億ドル（許可
額）―ただし実行額は 115 億ドル―と 1,557 件で、その後は 2009 年は許可額 231 億ドル、実
行額 100 億ドル、1,208 件、さらに 2010 年、2011 年とさらに減少している（同じく第 3図）。
こうみてくると、圧倒的にアジアの近隣諸国―先行の市場経済諸国―がベトナムへの進出の中
心を構成しているが、この二年ほどは純流入額はやや減少してきている状況である。
ところで、この中での日本企業の動向だが、最盛期は 2010 年で、20 億ドル（許可額）、114 件、
次いで 2011 年は 19 億ドル（同じく許可額）、208 件と、目下猛ラッシュをかけている。その内
訳は、進出形態で見ると、工場が 625 社で、ホーチミン市（125 社）とハノイ（120 社）をそ
れぞれ中核にして、南部 328 社、北部 256 社に集中している。次いで工場以外での現地法人本
社は 351 社で、それはホーチミン市 204 社、ハノイ 126 社となっていて、前者の比率が高い。
さらにこの現地法人の支店・駐在員事務所は 251 拠点で、ホーチミン市 101 拠点、ハノイ 83
拠点にこれまた集中している。現地法人ではない海外企業からのベトナムでの支店・駐在員事
務所の設置は 445 拠点にのぼり、それはホーチミン市 236 拠点、ハノイ 187 拠点と、ほとんど
両市に集中している（第 4図）。このことからは、工場を敷設して、現地での組立・加工活動
を活発に展開していることが見て取られ、そのための現地法人（在ベトナム子会社）の本社機
能がそれに付随している。工場よりも本社が少ないのは、現地での事務機構を持つのが、派遣
日本人幹部（一説には日本から幹部を派遣すると一人当たり年間一千万円ほどかかるという）
の人件費などの負担増になることなどによって、これをできるだけ節約し、日本本社からの指
令－統括機能に依存しがちになっているからであろう。あるいは、人材の現地化を進めていく
方向での代替策の展開も考えられる。さらに支店・駐在員事務所の開設は、業者間の日常的な
情報交換や顧客・市場動向調査、あるいは契約の履行状況の監督や事業計画の企画などの、広
範な調査・情報・サービス活動においては、この形式が身軽で便利であり、効率的でもあるか
らであろう。あるいはとりあえずは支店・駐在員事務所から出発して、やがては現地法人の設
置にまで高めていこうとする戦略的な狙いがあるのかもしれない。
さらにこれを業種別にみると、電機・電子 180、運輸・倉庫 158、不動産・建設関係 157、流
通・サービス 136、機械 110、鉄鋼・非鉄などの金属 102 などが主なところである（同じく第
4図）。これでみると、生産活動を行う工場が中心で、それに関連する輸送・流通部門や、さら
にはその前提になる工場設備の建設や不動産関係がそれと並んで進出していることがわかる。
またその形式は独資による輸出加工型メーカーが主力で、その中身は包括的なセットメーカー
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（大企業）か、局部的な部品メーカー（中小企業）が典型的なものとして展開され、それに加
えて、内需をめざす合弁形態での工業部門における進出や、大量消費を目指す販売・流通関係
が付随的に進出しているものだと推測される。以上の進出形態を総括してみると、まず現地法
人だが、それには 100%外資の進出形態が日系企業の場合は多いが、出資規制によってこの形
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出所：COMM BANGKOK『ベトナム日系企業年鑑 2010-11』からジェトロ作成　
第 4図　日系企業の進出形態・地域分布
（資料）第 1図と同じ
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式がとれない場合もある。次いで現地資本（政府系などの公的なものも含めて）との合弁会社
の設立やローカル企業への出資もあるが、この場合には販売網や不動産などの経営資源の動向
に左右されるので、適切なパートナーの選定が成否を決める上で重要な要素になる。そうでは
ない、資本関係を伴わない、広く提携という概念に総括されるものもあり、それはサービス産
業などでの外資参入が困難な場合に、ライセンス契約や「名義借り」―看板料の支払い―が使
われることになる。さらに駐在員事務所を置く場合もあるが、その場合には活動内容が事業計
画の促進、市場調査、契約の履行の監督・推進に限定されていて、営業活動は認められていない。
また駐在員事務所の所長や株式会社の社長が他の支店や企業との兼務をしてはならないという
禁止条項もある。こうした制限的なものでも、それに適した、いわばニッチを狙うという戦略
をとることもある。いずれにせよ、各企業はそれぞれの戦略に応じた使い分けをしていること
になる。
そこで、以上のことを合わせて、外資（FDI）が貿易にどのような効果を果たしているかを、
国営企業（ベトナム）と比較しながら表した第 5図でみてみよう。これでみると、ベトナムの
貿易全体には両者はほぼ同等の役割を果たしてきている（2011 年には外資が輸出の 56.6％を
占めていて、多くなっている）が、貿易収支については、外資は当然のことながら輸出超過で
あり、これに対してベトナムの国営企業は輸入超過であって、しかも全体では貿易収支の入超
が続いている。したがって、外資はベトナムの国際収支上はプラスの効果をもたらし、ベトナ
ムの国営企業は輸出振興ができず、国際収支上はマイナス効果に陥っているということになる。
しかし外資はこの貿易上の売上げ超過額、つまりは稼得収益―日本企業の場合はドルでの―を
多く本国に持ち帰るので、実際にはベトナムの国民経済上にプラスであるかどうかは、簡単に
は判断できない（いわゆる「貸席経済」だという向きもあるから）。またベトナムでもっとも
普及しているバイクの動向を国内生産販売台数と完成車輸入の推移を比較した第 6図でみてみ
よう。これを見ると、前者の国内生産車の販売台数は一貫して増加しているが、完成車の輸入
第 5図　貿易動向
（資料）ジェトロ『ベトナム北部・中部近郊ビジネス情報 2012』による。
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は 2007 年をピークにして、額、台数ともその後は減少傾向にある。このことは、輸入から生
産の現地化への転換が生じていることを示していて、工業化が進んでいることを表すものだが、
担い手としての外資の活動が活発化していることの証明である（なお、バイクは中古車で 1,000
ドルほどだという）。バイクはもっとも一般的なベトナムでの交通手段であり、1台に 3人、4
人が相乗りして、道路いっぱいに広がって、四六時中走り回っている。日本なら暴走族を連想
するが、意外に事故は少ないとのことである。
さらにもう少し立ち入って考察してみると、もっとも主要な要因である、低廉な労働力の利
用（第 7図）であるが、作業に従事する労働者（ワーカー）の賃金はベトナムは年 2,196 ドルで、
マレーシア（6,340 ドル）、中国（5,765 ドル）、タイ（5,662 ドル）はおろか、インド（4,495 ド
ル）、フィリピン（4,048 ドル）、インドネシア（3,980 ドル）よりも低く、このベトナムよりも
低いのは、カンボジア（1,438 ドル）、バングラデシュ（1,179 ドル）、ミャンマー（1,137 ドル）
のみである。その点ではベトナムの低い賃金水準は日系企業にとってこれまで魅力的であった。
また経営にかかわるマネージャー（ミドルマネジメント）は年 11,526 ドルで、金額としては
最大のマレーシアの 30,999 ドルに比べるとわずか三分の一ほどにすぎず、さらにタイ（26,580
ドル）、インド（24,596 ドル）からも大きく離れ、フィリピン（17,593 ドル）やインドネシア（16,544
ドル）にも及ばない現状である。もっとも両者（ワーカーとマネージャー）を比較すると、前
者の約 5.25 倍の収入を後者（マネージャー）は得ている。これはベトナムよりも低額のカン
ボジア（7.27 倍）、バングラデシュ（8.35 倍）、ミャンマー（7.43 倍）に比べると、その差は小
さいが、上位にあるマレーシア（4.89 倍）やタイ（4.71 倍）に比べると大きい。なおここで異
色なのは中国で、マネージャーは 17,830 ドルで、ワーカーとの差は 3.09 倍しかない。一般に
はワーカーの賃金水準が上がるのにつれて、マネージャーとの格差は縮小する傾向を持つが、
第 6図　バイク国内生産販売台数と完成車輸入額推移
　ヤマハとホンダで国内シェア約 75％を占める。日系メーカーのバイクでも、700 ドル程度から購入可能であり、
2010 年末での二輪車世帯普及率は、都市部で 123％、地方部で 84％に達している。都市鉄道などの公共インフラ
が都市部でも未だ未整備であり、交通渋滞も激しいことから、いまだバイクが最も便利な移動手段となっている。
（資料）第 5図と同じ
12 関下　　稔：ベトナム工業化の現段階と日本企業
社会主義国では知識労働は肉体労働に比べて、その評価を低くすることが政策的にとられてき
たので、その名残りが中国やベトナムにはあるように思われる。
また原材料と部品の調達先（第 8図）であるが、現地調達が 28.7%で、日本本国からは
38.2%、ASEANからは 14.2%、中国からは 13.5%である。日本本国からの調達比率を他国での
展開と比較してみると、在中国日系企業の場合は 33.6%、在タイ日系企業 32.8%、在インド日
系企業 33.5%、在インドネシア日系企業 34.4%、在マレーシア日系企業 34.6%で、一様に三分
の一ほどを構成していて、横並び状態である。在ベトナム日系企業もその中に入っている。た
だし在フィリピン日系企業だけは 49.8%と例外的に極めて高い構成を示している。反面、現地
調達の比率が高いのは、在中国 59.7%、在タイ 53.0%、在インド 41.1%、在インドネシア
41.0%、在マレーシア 39.3%で、それらと比べると、在ベトナム日系企業の場合は大分低い数
字である。これらは現地における工業化の進展と現地企業の成長を反映していて、ベトナムの
場合は未だその成長が十分でないことを物語っていよう。したがって、その不足を ASEANや
中国から輸入して調達していて、それが約30％に上ることになる。これはベトナムの貿易（輸入）
構造の中で工業品（完成品）、石油製品と並んで、大きな比率を占めていて、貿易収支の赤字要
因となり、また現地化の遅れが周辺国からの迂回的な中間財の輸入を示してもいる。上でも指
摘したように、外資にとってベトナムの魅力は何よりも低賃金（コスト）にある。ベトナムで
中間財・部品を提供する地場のサープライヤーが育てば、多国間に跨る生産・販売を展開する、
多国籍企業としての外資の輸出促進効果はさらに際だつが、それが育たず、中間財・部品を周
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（資料）第 1図と同じ
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辺国から輸入するとなると、その効果は半減する。低賃金と技術習得とが結合せず、裾野産業
が未発達のままでは、単なる低賃金提供国に過ぎなくなり、さらに低賃金の国が出現すると、
出て行ってしまう恐れが出てくる。これは現在のベトナム工業化のボトルネックである。
最後に市場としての成長度合いをみてみよう。可処分所得の階層別の状況（第 9図）は、2,500
ドルから 15,000 ドルまでの階層の分厚いタイ、マレーシア、あるいはそれに近い中国に比べて、
ベトナムの場合は 1,000 ドルから 5,000 ドルまでのところに大勢が分布している。もちろん、
全体的には小売り販売額は年々増加してきていて、2011 年には 960 億ドルにまで達している。
大衆消費にかかわる耐久消費財の普及率はバイク 97%、冷蔵庫 79%、洗濯機 48%、パソコン
45%、エアコン 20%である。これでみると、ベトナムの場合、主要かつ不可欠な交通手段であ
るバイクを除いて、まだ消費の大衆化は十分に育っていない、発展途上だということができよ
う。そうすると、「資本の文明化」作用とでもいうべき、都市化、電化、利便性、過剰化ない
しは豊富化といった「大衆消費ブーム」の爆発と、それに依拠した経済成長と消費の成熟化は、
未だ十分には達成できていないことになる。これらのことを全体的にまとめた経済概況を第 10
図で概観すると、物価上昇率、金利、対ドルレートの変動率、いずれもダントツで一位にあり、
反面、一人当たり GDPの上昇は最下位に沈んでいる。良好な経済動向とは到底言い難い状況
にある。
ところで、工業化と消費大衆化の主力として期待されている、これら外資を呼び込むための
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第 8図　進出日系企業（製造業）の原材料・部品調達先　内訳
（資料）第 1図と同じ
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政府の政策的な誘導に関して付言しておくと、ご多分に漏れず、種々の優遇策の実施、特に法
人税制の優遇措置が多く認められている。とりわけ困難な地域への進出やハイテク関係などの
先端産業分野での研究開発やインフラ整備などへの重点的な税制優遇が多くとられている。も
ちろん社会主義国としての独自の抑制策がそこには加味されているが、一般的に外資を呼び込
むための優遇策が各種とられていて、外資にたいする優遇策をアジア各国が競い合っている―
いわば treaty shopping―ような状況を呈していて、その渦中にベトナムもある。そのことは
国家の主体的で独自の誘導策の遂行をしにくくさせている。
2．開放経済下での経済建設の問題点
さてそこで、以上の概況から、グローバリゼーションの進展下でのベトナムの開放的な工業
化政策と経済成長策の問題点のいくつかについて、考察してみよう。
第 1に政治・軍事面でみると、サイゴン解放に至る「ホーチミン作戦」の見事さは比類ない
ものである 3）。ここではベトナム人民の不屈の闘志と粘り強い戦いはいうまでもないが、それ
らの鼓吹と組織化、そして巧妙な戦略・戦術の立案と実行を通じて、見事最終勝利に導いたベ
トナム労働党（現在の共産党）と解放戦線の指導力は類い希なものであった。ホーチミンに次
第 9図　可処分所得分布（世帯・年）
　出所：Euromonitor International 2010（可処分所得分布）、J-FILE（人口）
（資料）第 1図と同じ。
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ぐナンバー 2のレジュアン書記長がそのほとんどをサイゴン周辺に常駐して、戦いの最前線で
直接に指揮・指導にあたったという逸話を解放後に知ったが、そこには命がけでベトナム全土
の解放に身を挺して戦った革命家の崇高な姿を見て取ることができる。また 1975 年の春に南
ベトナムの全面解放作戦の遂行を最高幹部の全員一致で決定したというエピソードは、合意形
成へ向けて徹底的に論議を尽くす努力とともに、決定的な瞬間に躊躇せず果断に実行するとい
う革命家らしい先駆性と勇気と、そして集団としての高い団結力と冷静な判断力を示している
ものでもある。そして解放戦線の有能な活動家をサイゴン政府内に密かに送り込み、最終盤で
は警察署長までもが解放戦線戦士であったという裏話は、いかに敵中深く解放闘争が浸透して
いたかを如実に物語るものである。
しかもその判断の基礎には、内外情勢への、超の字が二つ付くくらいの、西側の政治学では
お馴染みの「現実主義」の極致ともいうべき、科学的で透徹した分析力と巧妙な作戦、そして
柔軟な対応と変化があった。たとえば、一方でパリ和平会談のテーブルに乗り、外交的な平和
路線を進めながら、相手側がそれに真剣に取り組まず、一種のポーズとしていたずらな時間稼
ぎをしていることを十二分に承知し、しかも解放戦線の代表をサイゴンに常駐させ、衆人の前
に、いわば人質として晒しつつ、他方では全面的な解放に向けた軍事作戦を密かに練り、準備
を重ねていき、好機を捉えて、一挙に戦術の転換を図った、硬軟両様の巧妙な戦術と柔軟な対
応と方向転換はさえわたっていて、秀逸であった。また「ベトナム反戦」の国際的な連帯運動
を最大限に利用した戦術も見事というより他はない。「花はどこへ行った」（Where have all 
the flowers gone?）の大合唱は世界中にこだまし、中国もソ連も一致してベトナムへの軍事的・
政治的支援をおこなった。南ベトナムでの解放戦線の最大の拠点になった「鉄の三角地帯」と
呼ばれる、サイゴン近郊に残る「クチトンネル」を見学し、その地下壕と地下通路のほんのわ
ずかを這い回ってみただけで、いかに困難で過酷な闘いであったかを改めて思い知らされた。
当時の状況の一片が彷彿として思い起こされる。さらに北ベトナムからラオス、カンボジアを
回ってサイゴン近郊に至る「ホーチミンルート」と呼ばれる一大回廊は、戦争中途切れること
なく、その補給・輸送路として極めて重要な役割を果たし続けた。これもまた周辺国の協力に
よる見事な国際連帯の一つであった。その底にあったのは、民族の独立と自由と平和希求への
一致した思いである。したがって、これは、反帝国主義と民族独立を目指す民族国家形成運動
―ナショナリズムーの正当性を示す一コマであった。だから、たとえそれが社会主義を目指す
共産主義者によって指導され、北半分がすでに社会主義建設下にあったとしても、それ自体は
社会主義に直結するものではなく、概念としては「民族国家＝国民国家」―敢えていえば社会
主義「国民国家」―形成の運動に包摂されるものである。
しかし、にもかかわらず、全土統一後、拙速な社会主義化と共産党の「一党独裁」化への偏
向がボートピープルと呼ばれる多くの難民を生みだし、大量の国外脱出を促した。これは、旧
来のシステムと旧来の思考の延長線上での社会主義、共産主義の建設と達成という、方法上の
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致命的な誤りを露呈させてしまったものだった。そこから 10 年以上たって、ドイモイという
刷新運動がおこり、貴重な人材の海外流出は誤りだったとする反省の弁が聞こえるようになる。
では何故古い教義にこだわったのであろうか。そこには色々の要因があると思われるが、なか
でも「プロレタリア独裁」という、ロシア革命で示された社会主義建設の基本ドクトリンをど
う理解し、運用するかにその真相があったように筆者には思われる。このことの解明とそこへ
の立ち入った言及は、革新サイドでは長い間、事実上タブー視され、触れることが忌避されて
きたため、西側の資本主義世界からの、共産党一党独裁や民主主義の欠如といった、お馴染み
の非難に晒されてきた。しかし、これにたいしては有効な反論がなされているようには思われ
ない。そこで、あえてこのことに踏み込んで若干の私見を述べてみよう。
この理論の創始者の考えに従えば、その当時の社会発展の状況下―第一次世界大戦の戦争当
事国の一つとしてーでの「プロレタリア独裁」の本来的な意味は、革命によってプロレタリア
が権力を握り、この人民主権―その集約点としてのソヴィエト―の下で、それを執行していく
政党―ロシアではボリシェヴィキ、メンシェヴィキ、エスエル左派―の政策と実行を大局的に
チェックしながら、資本主義的な市場経済の筋道を通じて、長い時間をかけて、平和裡に徐々
に社会主義化していくというのが、本来の意味合いであった。ここでは、市場経済化の進行の
中でよほどの寄り道や逸脱をしない限りは、経済的な進展と社会・文化活動の展開には、権力
を握ったプロレタリアートは干渉せず、それよりもむしろ、積極的に社会発展のために財政的、
行政的、人的支援をおこなって、それらを促進して、人民主権の内実を豊かにしていくことを
目指すものであった。それは、丁度、資本主義が事実上の「ブルジョア独裁」の下で、それを
執行する政党に具体的にはその運営を委ねていて、よほどの侵害、たとえば私有財産制と資本
と営業の自由の遵守など、資本主義の根幹に関わる死活的な利害関係に抵触しない限りは、こ
れを大目にみて容認し、むしろブルジョアジーのヘゲモニーを発揮して市民社会を領導してい
くことに、主要で大局的な力点を置く統治方法の確立を目指したのと、同じである。したがっ
て、選挙を通じて多数の議席を得て政権を奪取するだけでは革命は成就しないことになり、代
議制民主主義の下では、選挙による政権交代によって覆される場合も多々あるので、このブル
ジョア独裁の軛―資本の権力―を取り外すことが革命には何よりも求められる。そこにはプロ
レタリア独裁下での注意深い監視と、社会主義への領導と、さらには国の針路をめぐる階級間
ならびに人民の支持確保をめぐる熾烈な闘争がかなり長期にわたって存続し続けることにな
り、そこでのイニシアティブを誰が握り、どうヘゲモニーを確立していくかが、民主主義諸権
利の保障の下で大事になる。だがソ連ではそれはボリシェヴィキ（ソ連共産党）の一党独裁に、
やがてはスターリンの個人独裁へと変質していった。そこでは、党の官僚機構を利用したイデ
オロギー統制と粛清と秘密警察が中心的な統治手段となり、市民生活は窒息させられ、自由が
脅かされ、指令と動員と沈黙が日常化した。反対派を押さえ込むには、その方が容易だったか
もしれない。そしてその後、権力奪取に成功した各地域の革命家とその組織も皆一様にこの手
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法を模倣するようになる。だが一党独裁―場合によっては個人独裁―の下での社会主義建設は、
人民主権を形骸化して、その発展を困難にし、人民の意欲を削ぎ、その結果、矛盾を堆積させ
ていって、ついにはソ連の崩壊に帰結した。それらを現存社会主義国はどう教訓化し、そして
どう打開の道を見つけ出すかが、最大の課題になる。
というのは、革命を成功に導いた前衛集団には強力な指導力と組織力があるからである。職
業的な革命家集団が何故必要かに関わる理論に関して、労働者はけっして自然成長的には社会
主義者になるわけではなく、それは、外部からの意識的な注入によって階級的な自覚と歴史的
な使命観が育つのであり、したがって、職業的な革命家集団―前衛党―が必要だという、これ
また有名なレーニンの『何をなすべきか』の理論がそこにはあった。だがそれは特殊な，いさ
さか異端な理論と見なされていた。事実、第一次世界大戦末期のヨーロッパの政治状況は、ド
イツ社会民主党は 108 万人もの党員と 300 万もの得票と多数の国会議員を抱え、革命間近だと
見なされていたのに対し、ロシアのボリシェヴィキは数千人の党員しかもたず、文字どおり少
数精鋭の職業的な革命家集団―しかも非合法な―で、革命などを叫んでも「世迷い言」と片付
けられてしまいかねないほどの影響力しか持たない集団だった 4）。事実、1917 年の二月革命後、
封印列車に乗って急遽帰国したレーニンが早速に「権力をソヴィエトへ」と訴えても、同調者
を、それも肝心のボリシェヴィキの中ですら得られなかったほどだった。しかしこのボリシェ
ヴィキが十月革命までの短期間内に、兵士、労働者、農民ソヴィエトの中で膨れあがり、主導
権を握るようになったのである。そしてついには武装蜂起を実行するに至る。それは主体的条
件と客観的過程とが結合した奇跡に近いことであり、その一致点に向けて全神経を研ぎ澄まし
た、革命家としてのレーニンの叡智を際だたせ、それ故に類い希な快挙だったが、だからこそ、
この偉業を成し遂げたボリシェヴィキの革命家集団は、当然に革命後も圧倒的な影響力をもつ
ようになる。しかも、彼らは精鋭揃いのプロ中のプロであり、民心の掌握と宣伝・煽動はお手
の物であり、そのための権謀術策と権力闘争にも長けてーその頂点にはスターリンがーいた。
したがって、いくら人民主権といっても、それが形式的なものに過ぎなくなるのは自然の流れ
であった。とすると、この前衛党の役割はプロレタリア独裁下でも相変わらず必要なのか、あ
るいはプロレタリア独裁下でそれを制約するのであれば、どのようにして可能なのかという、
極めて困難な課題が登場してくる。そして歴史の教訓は、革命後もいずれも強大な前衛党の存
在とその益々の強大化をもたらし、場合によっては個人独裁にまで進んだものすらある。そし
て最良のエリート達がその傘下に結集していく。人民主権は疎かにされ、事実上確立されてこ
なかった。その点では、この理論の創始者達はこの逆説に真っ正面から立ち向かい、自制心を
持ってその強大な権力の行使に歯止めをかけ、抑制する努力を重ねたか、あるいは権力の乱用
を抑える有効な手立てを案出したかとなると、それを果たすことなく、過ぎ去って―passed 
away―いった。その結果、人民主権は強大な前衛党＝支配政党の前に立ちすくみ、一党独裁
に堕していくことへの有効な手立てとそのための叡智を出し得なかった。反対派は粛清の対象
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になるか、あるいは国外逃亡を企てるかが残された選択肢であった。
もう一つの問題は、当時、その前提に掲げてきたブルジョア独裁という事実認識が、今日の
資本主義社会―正確には資本の支配する市民社会―にもそのまま当てはまるかどうか、そして
それとの対比でプロレタリア独裁をそのまま今日でも主張できるかどうかという点である。資
本主義の発展過程はまた市民社会の成熟化の過程でもあるのだが、その過程で人民主権は拡大、
深化してきた。市民的自由と人権擁護と平和希求と議会制民主主義が各国内に確立、普及して
いったばかりでなく、国際化してもいき、独立国家間の主権擁護と国際的な連帯精神も大いに
進展してきている。また企業は巨大化し、その権力は強大だが、株式会社システムは名目上の
所有者＝株主を大量に輩出させ、しかも所有と執行（経営）の分離を促し、かつ後者の専決権
にも掣肘を加えてきているが、同時にこれら無名で多数の株主が所有者としてばかりでなく、
実際の経営への参加も求めたり、経営への注文をつけるようになってきている。また同様の資
本主義的経営形態はとっていても、巨大企業と中小企業とでは同一のものとして、これを一刀
両断にすることはできない状況が生まれている。しかも企業の活力と柔軟性と進取性の点では、
中小企業経営者の中には、優れて起業家精神（entrepreneurship）旺盛で、これまで未開拓な
ニッチ部門を中心にして、効率的で、画期的で、消費者に直結した独自の活動領域を意欲的に
進め、イノベーションをおこない、急成長を遂げる企業が少なからず存在している。行政や政
治の指導者達は巨大企業の支配下に多く呻吟する、これらの中小企業の存続と成長を保護し、
成長させる有効な政策的、行政的、制度的な手腕を発揮する余地が今日では多くある。それの
みならず、巨大企業内でもこれまでのしがらみからの離脱を模索する、新たな経営者の出現を
待望している向きもあるし、また株式会社制度の株主総会、取締役会、監査委員会の分有化は、
それを形式的なものに留めず、実質化に努めていって、企業の民主化を進める新たな可能性を
開こうとしている。しかも「科学」としての経済・経営・管理・会計思想とそのシステム（制度）
の発展は、官僚制の発展や無人化・コンピュータ化によって、個人の専断を排除（公平・効率・
正当の公理に基づく無人称化と共通マニュアル化の推進）するとともに、社会的な存在として
の企業の合理的な運営とその役割の重要さを登壇させるが、そこでは客観的で合理的な判断基
準と根拠を数字で示すこと―トランスペアレンシー（透明性）やアカウンタビリティ（説明責
任）―を不可欠にし、それに依拠した「中立的」な各種の専門的なテクノクラートの役割を上
昇させた。その結果、無制限で、法外な私的利益を追うことに歯止めをかけ、適切な利益享受
の枠内にこれを納めること、資本と労働と消費者（住民）との、それぞれの利益の分有と再配
分をいかに合理的に行うかの合意形成を適切に生み出すこと、そしてこれらの共通の原理を誰
もが認める公理として承認し、しかも一大運動にしていくための理論的装置はどうあるべきか
などが問われてくるようになる。これこそが人民主権の発展であり、それを発展させるには人
民の団結したパワーが不可欠になる。これらが、今日の、一方での富と貧困の野放図な拡大―
それは富の所有者に事実上、無制限な権力の横暴を許す弱点を持っているためだが―の中で、
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それを引き戻す不可欠なチェック機能を持たせるべく、緊急・緊要の課題として俎上に乗せら
れてきている。それは企業のガバナンス（統治）ばかりでなく、社会全体のガバナンスにも通
ずるものであり、企業（仕事）、コミュニティ（生活）、アカデミー（学問）、議会（政治）な
どの、各自の多様化された場での、それぞれに固有の意思決定方法と分権化が民主主義の発展
の結果として定着してきているし、そこではその構成員が強く自己主張し、そして自己決定で
きる権利も余地も拡大してきている。
また農業や商業・流通などのサービス分野においても、事態は資本主義的原理の専断のまま
に推移しているわけではない。小資本や個人ないしは家族経営などの形態がそこでは大いに展
開されている。それらは私有財産制に依拠しているとはいえ、他人の私有財産を奪い、独占化
し、他者を排除しようとしているわけではなく、それぞれが共存的に繁栄していくことを目指
している。したがって、これらの小経営ないしは家族経営のシステムをどう育てていくかは大
事なポイントであり、それと社会主義原理との両立をどう図るかは、たとえ社会主義の道を進
める場合にも、強制や命令の範疇ではなく、説得と同意の問題として、長い間かけて合意形成
がなされるような種類のもの―たとえば労農同盟の思想や、富農と中小・零細農との間の階層
分化と後者の擁護など―である。さらに近年の IT化・情報化に象徴される生産者と消費者と
の間の相互作用の進展は、コラボレーションとして包括される共働化・共同作業・共同営為の
世界を浮上させてきている。それは参加と決定への機会とその実質化を広げ、拡大し、そして
促進してきている。
こうした現実は、資本主義を事実上のブルジョア独裁と規定した、かつての 20 世紀初頭の
ロシアの姿とは大いに異なる社会環境であり、人民主権の確立と深化をどう図るかは、今日の
グローバル時代にこそ大いに求められているものでもある。したがって、プロレタリア独裁の
概念の内容も大いに変化しなければならないし、この用語法自体が今日も適切かどうかも問わ
れてくる。以上の状況が示しているものは、市民社会の成熟化が生み出す新たな人民主権の拡
大と深化は、「一党独裁」などの、特定の政治集団の専一的な支配を排する対抗ないしは緩衝
のための大いなる手段になること、またこうした時代認識と自己の役割を自覚して、支配政党
はその巨大なパワーをよく自制し、節度あるものに留める努力を行うために、絶えず自らを見
直していく矜持を持つこと、そして両者が相まって、人民の民主主義の新たな地平を築き上げ
ていくために共闘し、相互信頼と相互尊重を醸成していくことが大事になる。そうしないと、
やがては巨大な時代の奔流の中に呑み込まれ、時代遅れのものとして一掃されてしまうことに
なりかねない。そしてグローバル化の進展はそのための新たな条件と可能性を開いてきている。
とはいえ、グローバルな資本の権力とこれらの一党独裁的あるいは寡頭制的な支配は、一面で
の対抗とともに、他方での協調と野合をも密かに結ぶ危険性もある。それは民主主義への一大
挑戦である。それこそが IT化とグローバル化の時代におけるインビジブルな「帝国」なるも
のの権力中枢の正体である。そうすると、人権、民主主義、参加・決定、連帯、共生・共存、
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共創・共働などを内容とする、それにふさわしい「人民主権」を表す用語とそれにふさわしい
運動を案出して、それに対抗していかなければならないだろう。
第 2に以上の教義に照らせば、ベトナムの場合は西側に自国市場と労働や土地などの生産要
素を開放し、さらにインフラを整備して外資に活動しやすい条件を用意し、加えて税制その他
の制度的な保障を整えて進出を促し、これらの外資の力に主に依拠してグローバリゼーション
の下で市場経済化を進め、外貨を稼ぎながら、同時に自国の資本と労働と技術を育てていって、
社会主義建設を進めることを目論んだ。だがドイモイがグローバル化の下での開放経済の実施、
西側の資本と技術とマーケティング能力の利用、そしてインフラと労働力の提供をおこなって
いるにもかかわらず、経済成長策が十分に浸透せず、社会主義経済建設が十分に成果を収めえ
ないでいるのはなぜなのか。そこでは西側資本に譲歩しすぎると、資本主義のグローバルな展
開と蔓延を広めて、彼らの切り取り勝手な利益至上主義が横行することになる。それは、主権
国家の機能の制限を許すグローバリゼーションの進展を利用した、とりわけ低賃金と過酷な労
働条件を蔓延させるものであり、それ故に資本の横暴と飛躍と拡大を未曾有に進めるものでも
ある。つまり資本の権力が国家主権を凌駕する事態が今日あちこちで生み出され、彼らの横暴
を強めることになる。そこでは、多国籍企業に代表される外国資本は、グローバル市場での熾
烈な競争を生き抜くために、資本の専一支配を強め、一分でも多く働かせ、一個でも多くの商
品を生産・販売し、一円でも多くの利益を獲得しようとして、躍起になって猛烈に競い合って
いる。それを筆者は「グローバル原蓄」5）と名付けて、その横行と盤踞に警鐘を乱打した。
ソ連・東欧の崩壊と中国の「社会主義市場経済化」への転換によって先鞭をつけられた旧社
会主義国の「移行経済国」への一大転換は、世界を一つにするグローバリゼーションを加速化
させた。これらの国々での低賃金労働の新たな供給源の出現は、「グロ－バル原蓄」を急速に
進めることになった。その嵐のような進行をいかに押しとどめ、節度あるものにしていくかが
今日、世界的な重要課題になっている。そうさせないためには、今日におけるグローバルな資
本の運動と各国の国民経済との厳しい対抗と深刻な軋轢を十分に斟酌して、各国の国家主権は
国際機関―もちろんそれを先進国の専断から民主化することが不可欠の前提だが―の助けも得
て、連帯して資本の放縦で横暴な運動に適切な掣肘を加えること、そしてそうではない企業活
動と市場経済を大いに推奨し、推進することが今強く求められている。そこでは、何よりも人
民主権の立場からの、外資にたいする有効な規制策が実施されなければならないし、そうしな
いと、それは有効な対抗力にもならないし、効果的な成果も得られないだろう。したがって、
外資―特に中小の―との効果的な同盟・連携・協力関係をいかに育て、それを自国の地場資本
の浮揚にどう繋げるかがポイントとなる。そこでは自前技術の習得、経営手腕の蓄積、合理的
で科学的な労働力の主体的な陶冶、労働者の諸権利の向上を目指すはずのものが、人民主権の
立場からの推進が徹底されていないために、実際にはこれらの目標が実現できず、かえって地
場企業の中からグローバル資本と同様の道を歩もうとする、少数の模倣者を生み出すことにな
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りかねない。それは、地場資本が共産党一党独裁の下で、その弊害であるトップダウン式の指
令経済と官僚主義的処理と特定な縁故者で結びついた恣意的な運営と結合（縁故的な「アクセ
スキャピタリズム」、あるいはその特殊な形態としての「クローニー・キャピタリズム」）が蔓
延していくにつれて、次第にグローバルな資本の競争の一環として、一面での競争と他面での
協調の二面的な性格を持つようになり、その結果、やがてはグローバル化の大波の中に呑み込
まれてしまうからである。現地化（ローカリゼーション）はなるほど進展してきているが、人
民主権の未確立の下でそれが展開されると、官僚主義が横行して、私欲と腐敗と無策が蔓延し
て、外資の補完手段としてしか存在しえないものになる。それでは社会主義はおろか、「市場
経済化」すらも十分には実現できえないだろう。なぜなら、外資はここを利益獲得の場と考え、
競争勝利のために、過酷な労働の搾取を行い、巧妙な手段を用いて利益を本国に持ち帰るべく
画策し、そのための橋頭堡としてここを位置づけがちだからである。したがって現地化はまが
い物にすぎず、現地経済の浮揚には結びつかないことになる。そうすると、この土壌の下では、
現地の経営者は外資の代理人としての行動に力が入り、また自らもグローバリゼーションの下
での競争の第一線での成功を強く夢見るようになる。グローバリゼーションの進展と外資の強
さに対して、国家主権の脆弱さがそれにたいして有効な手立てを打たせないでいる。そこには
本来なら外資と現地政府との間の熾烈な対抗関係があるはずである。しかし人民主権が確立さ
れず、一党独裁下に受動的な存在に陥っていると、人民の抵抗力は弱い。政府は人民主権の促
進と行使にではなく、外資と一緒になって、その抑圧や弾圧の方向に向かいがちである。この
点での打開の目がまだ見えてこない。しかしそれを確立することができれば、今度は外資の性
格と姿勢も変わらざるを得なくなるだろう。
第 3にここからの脱却路として、現地に根を下ろした現地化を志向する外資を見つけ出すこ
とはできないのか。外国多国籍企業（TNC）と地場企業（SME）との間の、対等・平等な連携・
協力・共働の TNC－SMEリンケージ 6）は実現可能かどうかが、その代替策として問われてい
る。この理論を提唱した UNCTADのラウンドテーブルでのアルテンバーグの主張は、この
TNC－SMEリンケージを、①サプライヤー（部品メーカー）とのバックワードリンケージ（生
産主導）、②カストマー（得意先）とのフォワードリンケージ（市場開拓・確保）、③競争者と
のホリゾンタルリンケージ（海外子会社と現地地場企業の競争回避のための提携）、④技術パー
トナーとのリンケージ（ジョイントベンチャアやライセンス契約）、⑤それ以外のスピルオー
バー効果の、5つの形態に分類した。このうち、第 5の模倣効果やそこからの脱出、つまりは
スピンオフを狙うものだけが、多国籍企業（TNC）からの離脱の可能性があるという、かなり
悲観的な見通しを示している。だが、私はその範疇に属さない、先進国の中小企業（FSME）
と現地の地場企業（LC）との間にこそ、対等・平等の自主的、自発的なリンケージの可能性と、
将来の発展の余地があるのではないかと考える。あるいは先進国を定年退職でリタイヤした有
能な人材のスカウトと活用にこそ、その可能性があるのではないか。その点では日本企業を退
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職した有能な技術者をスカウトして、最新技術と製品の開発に活用した韓国三星電子や中国の
IT関連の企業にその成功の事例がすでにある。これを FSME－LCリンケージと名付けてみよ
う。それは、現在の巨大資本が主導する画一的な上からのグローバリゼーションではなく、そ
の圧倒的な展開の前に隅に追いやられ、被害を被っている先進国の中小企業と現地の地場企業
との間の提携・協力であり、いわば下からのグローカリズムの運動である。そこでは現地化と
利益共有と共存・共生と共働・共創が合い言葉になる。そのためには、社会主義国でのプロレ
タリア独裁の基本にある人民主権が確立、展開、発展されていることが不可欠の前提である。
それがないと、狭い一党独裁に閉じこもり、その官僚支配と命令と腐敗の温床になりかねない。
だから人民の主権行使とその発展としてこれをとらえることが、社会主義の正常な道であり、
それを正面に押し出して、西側資本も認めざるを得ないようにしていくことこそが、その進む
べき道であろう。そうでなくては、グローバリゼーションの時代における社会主義国のパワー
の発揮は見込めない。またそうした筋道を堅持することは、他の途上国にも大きな支えとなる
し、また進出する先進国企業―特に中小企業やベンチャア企業―にとっても頼りがいのある仲
間となるだろう。それはグローバル化を地に足をつけたものにするための方法であり、また国
際連帯の新しい、今日的な姿でもある。というのは、ソ連・東欧の崩壊と中国の「社会主義市
場経済」化が生み出したこの 20 年ほどの基本動向は、市場原理主義によって席巻されたアメ
リカ流グローバリズムの嵐のような進展であり、ネオリベラル（新自由主義）やネオコン（新
保守主義）と呼び名は変えても、そこでは「資本の権力」の圧倒的な支配が貫徹されている。
労働者をはじめ、人民の権利はことごとく後景に退けられ、その状態は悪化の一途を辿ってい
る。その意味では、たとえ歴史的に現実に存在した社会主義陣営が致命的な弱点を持ち、滅び
るべくして滅んだともいいうるが、その崩壊と変質が資本主義に蛮勇を与え、「資本の権力」
の一大攻勢と横暴を招いていることは確かである 7）。その点での確認が今後、そこからの脱却
を図る上で、キーポイントとなるだろう。そこには新しい社会を生み出すための共通の土台が
伏在しているからである。
しかし現在は、先進国多国籍企業に代表される資本の攻勢と途上国の国家主権との熾烈な闘
争の過程であり、その帰趨はまだ見えてこない。しかしこうしたことを実現できる国際連帯が
進むなら、その未来は明るいといえよう。そのためには、何よりも国内的には「社会主義国民
経済」―単なる社会主義市場経済化ではなく―をいかに強固に作り上げるかが大事になる。そ
こでは社会主義国内での人民主権の拡大、民主化、単に外資の優遇のみを保証する開放化では
なく、国民の生活向上と地場企業の技術習得に結びつく開放化とそのための連帯、つまりは人
民主権の立場からの権力機構を打ち立てることが不可欠である。そうでないと、現在の一党独
裁下での官僚主義と停滞と意欲のなさと、場合によっては自国資本ではない、外資による搾取
と支配をもろに受けることになるだろう。それは深刻な労働問題を堆積し、やがては爆発させ
ることになろう。そのときに、現地政府が外資の側に立って、労働争議の沈静にあたらざるを
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得なくなったとしたら、これ以上の屈辱はないし、すでに亡くなったはずの先祖返り、つまり
は歴史を逆回転させることになろう。
現在のベトナムが抱えている基本的な問題は、出資を仰いだ外資にとっては低賃金と労働強
化を進めて輸出を増やしたいが、にもかかわらず、円高－ドル安によってドルで受け取る輸出
稼得額の減少をもたらし、本社との連結決算上では経営内容の悪化に帰結してしまうこと、さ
らに現地にとっては国内市場の未成熟と労働者の労働意欲の低下、技術習得の未発達のために、
外資を使った工業化の進展が中間財輸入の増大として現れ、肝心の輸出増が実現しないことと
の間の深刻な矛盾として現れている。だから自由貿易の罠を克服していくことが筋道ではある
が、それは具体的には自前の技術を獲得し、自力で工業生産を展開し、現地調達、現地生産を
成功的に進めていくことにあるが、それで問題が解決するわけではない。その前提には、何よ
りも社会主義が、その本来の主旨である人民主権を確立することがなければならない。その上
で人民が生産、流通、消費などの経済のあらゆる部面での主役になること、そして文化や芸術
などが花開いて、豊かな生活を謳歌できるようになること、そのことを可能にする政治システ
ムを作り上げて、民主主義が強固な基盤を持つようになって、世界に確かな地歩を築いている
ことを示すことである。その意味では「自由貿易の罠」からの脱却は、別の筋道（alternative）
を大胆に提起し、粘り強く実践していくことであり、そのことでグローバリゼーションの進展
の中での新しい方向を提起し、同時に国際連帯を進めて、世界を一新していくことである。ベ
トナム人民の経験は、それがどんなに困難でも、必ずや達成できるだろう。そのことを強く希
求したい。（2012 年 4 月 23 日脱稿）
【付記】
本論文の作成にあたっては、ジェトロの資料を利用させていただいた。合わせて今回のベト
ナム訪問にあたって、ジェトロ・ハノイセンターの西川壮太郎所長、馬場雄一次長、佐藤進所員、
ならびに同ホーチミン事務所の永盛明洋次長に大変お世話になった。記して感謝に代える次第
である。なお、馬場雄一氏は私のゼミの卒業生（立命館国際関係学部の第 1期卒業生）で、20
年ぶりに再会する機縁に恵まれた。
（注）
１）詳しくはトラン・ヴァン・トウ『ベトナム経済発展論―中所得国の罠と新たなドイモイ―』勁草書房、
2010 年、参照。
２）坪井善明の二つの新書（岩波）『ヴェトナム「豊かさ」の夜明け』1994 年、同『ヴェトナム新時代』
2008 年は、この落差を大胆に指摘している。私の疑問はそれ以来、ずっと心の内に燻り続け、深く沈
潜していたが、今回、実際にこの目で見て、改めてこの事実を再認識させられた。
３） 1941年のベトミンの結成から1975年のサイゴン陥落に至るベトナムでの解放戦争の全過程については、
参加した人々の証言をもとに小倉貞男『ドキュメント　ヴェトナム戦争全史』岩波現代文庫、2005 年
 立命館国際地域研究　第36号　2012年10月 25
が簡潔にまとめている。
４）中野徹三、高岡健次郎『レーニン』清水書院、1970 年。
５）たとえば、関下稔『国際政治経済学の新機軸―スーパーキャピタリズムの世界―』第 3章、晃洋書房、
2009 年、参照。
６）筆者はかつて外国多国籍企業（TNC）と現地の地場企業（SME）との間の生産、流通上の様々なレベ
ルでのリンケージを行う TNC－SMEリンケージに着目して、その可能性を検討した。詳しくは関下
稔『多国籍企業の海外子会社と企業間提携―スーパーキャピタリズムの経済的両輪―』第 9章、文眞堂、
2006 年、参照。
７）ナオミ・クライン『ショック・ドクトリン― 惨事便乗型資本主義の正体を暴く―』（上・下）幾島幸子、
村上由見子訳、岩波書店、2011 年は、この大事な視点からソ連、中国、ポーランドをはじめ、LA（チ
リ、アルゼンチン、ブラジル等）、アフリカ（南アフリカ等）、アジアでのこの 20 年ほどの政変や経済
危機などについて、極めてシャープに論じている。
（ 本稿は 2011 年度国際地域研究所重点プロジェクト「日米中トライアングルの国際政治経済
構造 ― 膨張する中国と日本 ―」の研究成果の一部である。）

